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現状認識：変わる「潮目」
• 財政政策が前提としてきた経済環境が変わりつつある

これまでの前提

金融緩和による低金利 ⇒国債コスト（利払い費）が抑制（「日本国債のパラドックス」）

デフレ経済による「カネ余り」⇒国内で安定的な国債消化

状況の変化（現状は「維持」可能ではない）

諸外国の金融政策の変更・エネルギー価格の高騰⇒円安・国内物価の上昇、金利の上昇圧力

財政規律が欠如（量ありきの財政出動と赤字国債への依存）したままでは市場からの「攻撃」への反撃能力に欠く

• 短期の物価高対策（低所得層への給付等）と中長期の経済構造の転換（再生エネルギー・省エネ技術の推進等）

• 新たな非常時（巨大災害・有事など）に備えた財政余力の確保
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出所：令和４年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算



成長の促進に向けて：新たな担い手

• 「新たな」経済・社会環境（デジタル化・グローバル
化等）において経済成長を促すには「新たな」に担
い手が必要

• 「既存」の規制は「既存」の担い手を保護⇒「ムラ社
会」を形成

新規参入を阻害する規制（現場のローカルルールを
含む）が多く存在

 「郷に入れば郷に従え」ではない

例：デジタル医療機器、卸売市場の売買参加など

中小企業政策・地方創生を含め「入口」は経済政策
＝経済成長でも、「出口」は社会政策＝保護

• 担い手の「新陳代謝」＝異なる領域の事業者（例：IT
事業者）の新規参入を可能にする規制改革

ヒト＝担い手、カネ＝民間資金、モノ＝既存施設等
を動かす（分野間での再配分による生産性向上）

『規制改⾰推進に関する答申』ー主な実施事項についてー

出所：「規制改革推進に関する答申」



再分配（格差是正）の強化：リアルタイムの支援・・

• コロナ禍では「収入（所得）の急減した家計・事業者」への
支援が求められていた

⇒平時からリアルタイムの所得捕捉が必要

マイナンバーは所得の合算と連携に役割

所得情報は公共財＝徴税目的だけではなく低所得層へ
の給付のための所得捕捉

• 参考：英国のリアルタイム情報システム

源泉徴収を行う雇用主から前月の収入情報を取得

所得情報を給付（ユニバーサルクレジット）に反映

• 我が国では給付を担う自治体の所得情報は前年所得

非正規・フリーランスなど収入が不安定な家計が増える
中、リアルタイムの所得情報を反映した給付の仕組みが
不可欠

構造改革を進めるためにもセイフティーネットを再構築
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出所：政府税制調査会


